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年に設立された北京の「中関村科技圏」を第 1 号として指定された。「中関村の実験」は 1990
年には成功が確認されて、全国展開が決定され、1991 年に 26 ヶ所、1992 年に 25 ヶ所が追加指
定され、全国に 53 ヶ所（長江デルタ６ヶ所、珠江デルタ６ヶ所、西部地域 13 ヶ所、東北地域
７ヶ所、その他地域 21 ヶ所）が指定をうけている。 








 「火炉計画」はスタート以来 16 年を経過して中国のハイテク産業と企業の発展、イノベーショ
ンシステム構築に成果をあげてとなってきた。それはハイテクパークの企業数、売上高、雇用
者数など指標から見ることが出来る（図表２）。「火炉計画」が本格的に展開しはじめた 1996
年と 2004 年を対比すると企業数３倍、雇用４倍、売上高 13 倍、輸出金額 20 倍と飛躍的な拡大
を遂げている。ハイテクパークの付加価値は中国の GDP の５％前後を占めていると推計されて
いる。 
 さらに、ハイテクパークに立地した企業の分野別構成を売上高ベースでみると 2001 年実績で
は IT・電子機器 39.3％、新エネルギー10.5％、新素材 8.2％、バイオ 5.2％、その他 37％とな
り、IT・電子機器が 1996 年の 24％から大幅に上昇しており、まさに中国のハイテク産業の躍
進のシンボルとなっている。 








図表２ 全国 53 国家クラス技術開発区の基本データ 
  1997 年（Ａ） 2002 年 2003 年 2004 年（B） Ｂ／Ａ 
売上高（億元） 3,300.0  15,326.4 20,938.7 27,463.0 8.3  
純利益（億元） 320.0  801.1 1,129.2 1,422.8 4.4  
輸出総額（億ドル） 55.0  329.2 510.2 823.8 15.0  
従業員数（万人） 150.0  348.7 395.4 448.4 3.0  





















目覚しい成長を示している（図表４）。浦東新区の GDP は上海市全体の約 25％を占めるにいたっ
ている（曾報告による）。 
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図表３ 中国ハイテク技術開発区の売上高・輸出総額(2004 年) 
ハイテク産業開発区 企業数(社)(A) 売上高(億元)(B) 輸出総額(億ドル)
1 社当り売上高 B/A 
（千元） 
北京  13,890 3,680.80 53.6 265 
上海 587 2,540.40 136.4 43,270 
蘇州 663 1,200.20 120.7 18,100 
南京 220 1,167.90 37 53,080 
深セン 276 1,080.00 71.6 39,130 
無錫 545 895.8 54.4 16,430 
西安 2,771 849.8 4.2 306 
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図表６ 
序号 用地名称 面積（ｈａ） 比重（％） 
1 科学教育区 200 11.3 
2 半導体オプトエレクトロニクス等 250 14.2 
3 バイオ・医薬・現代農業 250 14.2 
4 グローバル企業サービスセンター 50 2.8 
5 国際企業区、住居・生活区 200 11.3 
6 公園・公共緑地 250 14.2 
7 道路、河川 166 9.4 
8 発展用保留地 400 22.6 
  合計 1766 100.0 
 
  ロ．ハイテクパークとしての特色と成果 







電子など中国を代表するハイテク企業の R&D センターが立地している。 

















国内企業のＲ＆Ｄセンター 外資企業のＲ＆Ｄセンター 大学・研究機関 
アモイ電子 ＧＥ 北京大学ミクロ電子研究院 
聯想 デュポン 清華大学ミクロ電子研究院 
華虹 モトローラ 上海交通大学 
中興通訊 マイクロソフト 中国科技大上海研究センター 
南方 ソニー 信息安全工程学院 
銀聯 京セラ 西安交通大学上海研究院 
金蝶ソフト ＬＧ 上海中医薬大学 
出所：張江ハイテクパークの資料のより作成 
湯 進「中国のイノベーションシステムと産業集積」専修大学中小企業研究センター年報 2005 より引用 
 
 
図表８ 張江ハイテクパークの展望 ～産業規定と推進予測～ 
2005 年 2010 年 
指標 増加額（億元） シェア（％） 増加額（億元） シェア（％） 
ＧＤＰ 105.50 100.00 391.82 100.00 
電子 16.20 15.36 77.21 20.22 
バイオ・医薬 25.92 24.57 74.52 19.52 
オプトエレクトロニクス 15.50 14.69 50.00 13.10 
その他製造業 21.23 20.12 21.63 5.67 
現代農業 8.00 7.58 12.00 3.14 
？ 5.55 5.26 92.11 24.12 
？ 11.10 10.52 27.65 7.24 










































































   ｂ．張江ハイテクパークの成果 
 張江ハイテクパークは計画が発表されて 15 年が経過したが「張江にフォーカス」の方針
が打出されてからその発展は加速されている。図表に見るように進出企業は 500 社を超え
て、1999 年か－2002 年累計の政府・民間の地区への総固定資産投資額は 244 億元と 1992
年―1998 年の６倍と急増した。外資の投資額は８億ドルから 65 億ドルへ、地区内生産額
は２倍に税収は７倍にそれぞれ増加している。（図表 10） 








1992～1998 88 8.5 1.8 42.9 85.8 2.31 2.8 
1999～2002 476 65.7 14 244.5 154.4 15.74 7.2 
（資料）曾鋼報告 
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 また、特筆すべきはパーク内で研究開発型ベンチャー企業のスタートアップが活発であ
りしかも急成長していることである。インキュベーションの実績は図表 11 に示すように










図表 11 張江ハイテクパークのインキュベーション実績（2002 年累計） 
インキュベーション実績 投資実績 
  企業数 分野別シェア 千ドル シェア（％） 
インキュベーション企業 152 100.0  71,970 100.0  
バイオ・医薬 43 28.3 20,690 28.7  
情報技術分野 83 54.6 39,470 54.8  
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図表 12 中国第 11 次５か年計画の主要数値目標 
分類
 























































































































（備考）１．GDP、１人当たり GDP、都市住民１人当たり可処分所得、農民１人当たり純収入は 2005 年価格 
２．主要汚染物質は二酸化硫黄排出量および水質汚濁の程度（化学的酸素要求量〈COD〉）で計測 
３．『国民経済・社会発展第 11 次５か年計画要綱』より作成 
（注）人民日報 HP（http://www.people.com.cn/）05 年 10 月 12 日付 
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 新中国の創立以来 50 数年の歴史の中で、何世代の人の堅忍不抜な持続的努力によって、我が
国の科学技術事業が巨大な業績を収めている。“2 弾 1 星”（注：原子爆弾、水素爆弾、人工衛
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Ⅱ、指導方針、発展目標と全体の取り組み 
 
 1．指導方針  







































































 2020 年までに、国全体の研究開発費（Ｒ＆Ｄ）への投入が国内総生産の 2.5％以上に高める
ことを目標とする。科学技術の進歩による経済成長寄与率が 60％以上を達成させ、対外技術の
依存度は 30％以下を下げて、国民の発明による特許の年間取得件数および国際的科学論文の引
用数は、ともに世界上位の 5位まで上昇させる、などを目標とする。  
 
 3．全体の取り組み  







空白を埋めさせる、ことである。本綱要はトータルで 16 個の重大な特定項目を選定した。 
 3．未来の挑戦に向かって、未来を先取りした最前線の技術と基礎研究に取り組むことによっ
て、持続的イノベーション能力を高めて、経済社会の発展を主導することである。本綱要は重
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 9．郷鎮化と都市発展  
（52）郷鎮区域の計画とダイナミックな観測 
（53）都市機能の上昇と空間の節約的利用  









（61）生物の安全保障   
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（62）重大な自然災害のモニタリングと防災 
 11．国防 





（１） 標的発見技術  





















































































9．全民族の科学・文化の教養を高め、科学技術イノベーションに相応しい社会環境の構築    
 
７）科学技術への投資と科学技術研究のプラットフォーム 
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（資料） 
付表１ 国家中長期科学技術基本計画における独自技術発展のための優遇政策の概要 
項 目 内     容 
財政投入 

















































（資料）黒岩達也「中国の第 11 次５か年計画と今後の経済発展戦略」信金中金月報 2006.7 
－ 111 － 
付表２ 第 11 次５か年計画におけるハイテク産業重大プロジェクト 






























（備考）『国民経済・社会発展第 11 次５か年計画要綱』より作成 
（資料）付表１に同じ 
 
  
